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研究成果の概要（和文）：福岡県久山町に在住の65歳以上の高齢者を対象に、日常生活動作（ADL）や手段的日常生活
動作（IADL）に関する有病率調査を実施した。2012年の調査対象者1906名（受診率94％）におけるADL障害の頻度は18.
9%、IADL障害の頻度は47.2%であった。
続いて、1985年、1992年、1998年、2005年に行われた有病率調査の成績を用いて、ADL障害の頻度とその原因疾患の時
代的推移について検討した。ADL障害の頻度は1985年の10.4％から2005年の18.3％へと有意に増加した。各時代ともADL
障害の原因疾患として認知症が最も多く、その頻度は時代とともに上昇していた。

研究成果の概要（英文）：In a population-based cross-sectional study of 1,908 Japanese aged 65 years or old
er, we examined the prevalence of activities of daily living (ADL) or instrumental activities of daily liv
ing (IADL) disability. As a result, the prevalence of ADL disability was 18.9% and IADL disability was 47.
2% in 2012. Next, we investigated secular trends in the prevalence of ADL disability using the results of 
examinations conducted in 1985, 1992, 1998 and 2005. As a result, the prevalence of ADL disability increas
ed significantly to 18.3% in 2005 from 10.4% in 1985. Finally, we assessed the cause of ADL disability. De
mentia was the most cause of disability in each survey, and the proportion increased with time from 1985 t
o 2005.
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１．研究開始当初の背景 
近年、わが国では高齢人口が急増し、それ

に伴い寝たきりなどの日常生活動作（ADL）
障害の頻度も増加している。ADL 障害は、身
体的影響のみならず医療・介護・福祉などの
社会保障費の増大にも強く関連しており、現
代日本における重要な課題である。世界保健
機関（WHO）が提唱している障害や疾患を持
たない「健康寿命」の延伸のためにも、ADL
障害の予防が極めて重要である。ADL 障害の
予防対策を講じるには、地域一般住民の ADL
障害の実態を把握しその危険因子を明らか
にする必要がある。我々は過去に、福岡県久
山町在住の高齢者を対象にした横断研究に
おいて、ADL 障害の頻度は 20.1%でありその
原因疾患として全対象者では認知症が最も
多く、男性では脳血管疾患と認知症、女性で
は整形外科的疾患と認知症が多いことを報
告した。加えて、認知症の有病率が 1980 年
代から 2000 年代にかけて有意に増加してい
ることも報告している。これらの研究結果は、
ADL 障害の予防には、近年増加傾向である認
知症の対策が重要であることを示唆するも
のであった。一方、ADL 障害の長期の時代的
推移やADL障害を起こしている原因疾患につ
いての検討は、これまでの先行研究において
ほとんど行われていない。 

 
２．研究の目的 
本研究は、福岡県久山町の高齢者を対象に

ADL・認知機能・うつ症状を含む包括的な高
齢者調査を実施するとともに、1985 年、1992
年、1998 年、2005 年に行われた過去の高齢
者調査のデータを連結し分析することで、高
齢者における ADL障害の頻度と ADL障害をも
たらす原因疾患の時代的推移を明らかにす
ることを目的とする。 

 
３．研究の方法 
（１）ADL、認知機能などの包括的な高齢者
調査の実施 
2012 年 5 月から 2013 年 5 月にかけて、福

岡県久山町に在住の 65 歳以上の高齢者を対
象に、ADL・認知機能・うつ症状などを含め
た高齢者調査を実施した。調査方法は、質問
紙を用いた面接調査であり、医師・看護師・
保健師がチームを組んで町の健診センター
や自宅、入所先の施設や入院先の病院におい
て調査を行った。調査項目は、ADL、IADL（手
段的日常生活動作）、認知機能、うつ傾向、
社会経済的情報（職業・婚姻状況・家族状況・
同居の有無・交流頻度・居住環境）、既往歴、
家族歴、服薬状況で、ADL の評価には Barthel 
Index を用いた。この指標は、基本的な 10 の
日常生活動作（食事・入浴・着衣・清潔の保
持・大便のコントロール・小便のコントロー
ル・トイレの使用・ベッドから車いすへの移
乗・歩行・階段の上り下り）について、それ
ぞれできない場合を 0点、一部介助が必要な
場合を 5 点～10 点、できる場合を 5 点～15

点と得点を与え、合計得点により ADL を評価
するものである。完全に自立している場合は
100 点になり、1 項目以上介助が必要である
95 点以下を ADL 障害ありと定義した。さらに
25 点未満を重度 ADL 障害と分類した。IADL
の評価には老研式活動能力指標を用いた。こ
の指標は‘交通機関を使って外出できる’、
‘日用品の買い物が出来る’など高度な日常
生活動作 13 項目を調査するものであり、1項
目以上できない場合を IADL 障害ありと定義
した。認知機能の評価には、長谷川式簡易知
能 評 価 ス ケ ー ル 、 Mini Mental State 
Examination を用いた。ADL や認知機能の低
下が疑われる対象者には、専門医による二次
調査を実施し正確な診断を行った。 
 
（２）地域高齢者における ADL 障害の頻度と
その原因疾患の時代的推移の検討 
福岡県久山町の 65 歳以上の高齢者を対象

に、1985 年から 2005 年までの過去４回実施
された ADL や認知症のデータを連結し、ADL
障害頻度とその原因疾患の 20 年間にわたる
時代的推移について検討した。解析対象者は、
1985 年、1992 年、1998 年、2005 年に久山町
で行われたADL障害と認知症の有病率調査に
参加したそれぞれ878名（参加率93.6%）、1175
名（95.5%）、1417 名（98.3%）、1550 名（90.6%）
である。地域の公民館、対象者の自宅、病院
や施設において質問紙を用いた面接調査を
行った。調査項目は ADL、認知機能、うつ傾
向、社会経済的状況（職業・婚姻状況・家族
状況・同居の有無・交流頻度・居住環境）、
既往歴、家族歴、服薬状況とした。ADL は食
事、入浴、着衣、排尿や排便のコントロール、
イスへの移乗の 5項目について評価し、１項
目以上介助が必要な場合をADL障害ありとし、
さらに 4 項目以上障害されている者を重度
ADL 障害者と定義した。原因疾患の評価には、
高齢者調査時の既往歴、毎年行われている久
山町の生活習慣病健診の結果、通院歴がある
者には診療カルテや看護記録、画像所見を用
いた。これらの方法により、臨床情報に基づ
いた精度の高い原因疾患の診断を行うこと
が可能となった。診断の際には診断の偏りを
できるだけ小さくするために2名の研究者が
独立して診断を行い、その結果が一致しなか
った場合は協議により最終診断を行った。協
議後も意見が一致しない場合は、第 3の研究
者に意見を求め最終診断を行った。ADL 障害
者の予後が時代とともに改善しているかど
うかを調べるために、生存時間解析を用いて
ADL 障害者の 5 年生存率の時代的変化を検討
した。 
 

４．研究成果 
（１）ADL、認知機能などの包括的な高齢者
調査の実施 
 平成 24 年 5 月より開始している高齢者調
査は、平成 25 年 5 月 31 日をもって終了し、
データの入力とクリーニング作業を実施し



たのち解析用のデータセットを作成した。最
終的に 65歳以上の久山町住民 1906 名につい
て調査を実施し、その受診率は 94％であった。
調査対象者における全 ADL 障害の頻度は
18.9%、重度ADL障害の頻度は3.8%であった。
また IADL 障害の頻度は 47.2%であった。これ
らの結果は、わが国の地域高齢者において
ADL や IADL の障害を持つ者が極めて多く、社
会的課題であることを示唆している。 
 
（２）地域高齢者における ADL 障害の頻度と
その原因疾患の時代的推移の検討 
久山町の高齢者におけるADL障害者の頻度

は、1985 年 10.4%、1992 年 10.5%、2002 年
15.0%、2005 年 18.3%と時代とともに有意に
増加した（図１）。この傾向は性・年齢の影
響を調整しても変わらなかった。さらに男女
別、年齢階級別（65～74 歳、75～84 歳、85
歳以上）に分けて検討したが、いずれの群に
おいても時代とともにADL障害者の頻度は増
加した。 

 
図１．ADL 障害の頻度の時代的推移 
久山町男女、65 歳以上、1985-2005 年 

 
続いてADL障害の原因疾患の時代的推移を

検討したところ、各時代とも原因疾患として
認知症が最も多く、1985 年の 28.6%から 2005
年の 33.5%へと増加した（図 2）。一方、脳血
管疾患はこの間16.5%から 13.4%に減少した。
さらにほぼ寝たきりに相当する重度ADL障害
の原因疾患のうち認知症の増加が顕著であ
り、2005 年では原因疾患の約 6割を占めてい
た（図 3）。これに対し、脳血管疾患や整形外
科的疾患は 1985 年から 2005 年にかけて減少
傾向を示した。ADL 障害者の 5 年生存率は、
1985 年の 28.3%に比べ、2005 年には 48.7%と
有意に改善した。 

 

図 2．ADL 障害の原因疾患の時代的推移 
久山町男女、65 歳以上、1985-2005 年 

 

図3.重度ADL障害の原因疾患の時代的推移 
久山町男女、65 歳以上、1985-2005 年 

 
ADL障害者の5年生存率は、1985年の28.3%

に比べ、2005年には 48.7%と有意に改善した。
本研究の成績から、認知症が ADL 障害に及ぼ
す影響は極めて大きいことが明らかとなっ
た。超高齢社会であるわが国では、高齢者の
ADL 障害を予防するうえで、従来行われてい
る脳血管疾患の予防対策に加え、近年増加傾
向にある認知症の対策と効率的な介護行政
の確立が重要な課題になったと考えられる。 
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